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農業アントレプレナー育成による地域活性化方策







ら 2019 年の 18 年間に 3 分の 1 に減少し





1 社の売上高約 30 兆円，従業員数約 7 万人
での約 4千万円と比較すれば，基幹的農業従
事者の低所得と苦労が容易に想定される。　
　・耕地面積は年々減少して約 440 万 ha，荒廃
















業女子はここ 20 年間で約 100 万人から 56 万人程
度に減少してはきたものの，2018 年での女性新

























の約 80% 以上が農産物販売額では 300 万円以下
という零細な規模であるが，これに比較して若手




10ha 以上，その 60% が 20ha 以上を耕作してい
ることも反映しているといえよう。彼らの稲作単
一経営でさえ，その一戸当たりの経営規模は，
2005 年の 4.7ha から 2015 年では 7.1ha に拡大し
ている。しかも，彼らの先進的農業への志向は稲
作に止まらず，畑作，露地野菜，酪農分野でも




























　より具体例を示した図 4での 2005 年から 2010
年までの人口の推移をみれば，10 歳代後半から










































































の協力隊員数は全国で 90 名弱，希望地域は 30 市
町村程度であったが，年々その数は増大し 2019
年では約 5,400 名，11,000 弱の地域にまで拡大し
ている。2019 年の内訳では，希望地の第一は北
海道で 363 名，第二の長野県に次いで山梨県は第










































































業）を受講し 2015 年に新規就農。2017 年に
は「認定農業者」を取得。就農時は，畑作用
農地約 8 反（約 2,400 坪），ブルーベリー用

















































☆ 2024 年度目標値 57 名（約６％増） 
図 5 北杜市での認定新規就農者数 
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業生産法人を設立。現在，トマト栽培を二ヶ
所で実施。イチゴ栽培などにも事業を拡大
中。北杜市を選定した理由は，日照時間や標
高を含む寒暖差に加え首都圏との近さ，市当
局の農地斡旋や補助金支援の充実など。
　こうした事例からみて，新たな農業への参入者
は，これまでの農家の事業手法とは異なる新たな
農業関連技術の導入に極めて積極的である。たと
えば，A氏はわが国で初めての移動式養鶏室を
豪州から輸入して自然養鶏を拡充しつつある。
B,C 氏はぶどう栽培に不可欠な適正な房数・粒数
の維持のためのドローンを適用した選定作業の支
援技術や，スマホを利用した摘粒作業を支援する
情報通信技術（ICT）の開発を実施中である。D
氏は大規模トマト栽培での一般的な養液栽培法で
はなく，有用微生物を豊富に含む有機培養土を使
用。有用微生物が生み出すアミノ酸や栄養素など
で高品質のトマト栽培を拡大している。
　例示した農家，いわば農業アントレプレナー
は，最近急速に開発と実用化が進み始めたロボッ
ト技術や ICT を活用して，省力化・精密化や高
品質生産等の実現を推進する新たな農業生産方
式，いわゆるスマート農業，の導入に極めて積極
的である。従来からの農業技術と ICT やドロー
ン技術との連携で，更なる生産の効率化や農作物
の高付加価値化を目指す技術である。
　こうした農業アントレプレナーが増大すること
の効果としては，個人レベルでの農地の有効活
用，雇用の創造，収益性の高い農業生産への移
行，小規模な地域での有機的な連携や流通の合理
化，共同生産等の多くの正の効果が重畳していく
ことに加え，行政・参入企業などをも巻き込んだ
組織化が可能となることであろう。それが次なる
新しいビジネスの創造を誘起する。例えば，後者
の行政からの支援が評価されている市町村として
鹿児島県志布志市がある。そこでは新規就農者が
自立・発展していくための実現性のあるルート
マップが策定されているし，山形県東置賜郡高畑
町，埼玉県比企郡小川町などではカリスマ的農業
者の維持と，それを慕ってくる新規就農希望者の
受け入れ手法が確立されているという。こうした
市町村では，借地料，取り組み事例等，重要な農
地関連情報の積極的提示，更には農業雑誌や経済
誌などでの各地での新規参入者の取組事例の分析
とそれに基づく勧誘や，これらの事例の特性を分
析して新たな事例紹介への展開などに努力してい
る。また，農産物の流通・加工への参加誘導を促
進するための農業協同組合（農協）との協調策の
促進や，進出企業との連携による特定産品の流通
システムの構築なども実施されつつある。たとえ
ば，山梨県でも 100 社以上，北杜市圏域でも十数
社にも及ぶ進出企業があるので，新規就農者の支
援強化と産品の特定化などによる就農者の高収益
化への道程はそれほど長くはないと思われる。
6　農業アントレプレナー育成と 
地域活性化のために 　　
　上記の数例で示した新規農業参入の現状と彼
ら，ここでいう農業アントレプレナー，への面談
を通じて，その活動が地域活性化の契機のひとつ
になるための方策を以下に示唆したい。
　第一には，農地確保での地主との信頼関係構築
である。山梨県は耕作放棄地率が全国一であり，
北杜市圏域も例外ではない。そのため，農地バン
ク（農地中間管理機構）や各地域での農業振興公
社などが農地の集積化，経営規模拡大，新規参入
支援などを目標として農業振興を目指してはい
る。しかし借地には地主との信頼関係が不可欠で
あり，これに重点を置く施策が必要である。
　第二には，栽培技術や農業経営についての知識
醸成への支援策が必要である。たとえば，農業大
学校等での訓練期間の延長を含む対応が重要であ
るし，その間での資金的支援策への配慮もまた不
可欠である。そうなれば地元との相互交流，熟練
農業者との交流，さらには農協などの法人組織活
動を含む多種多様な因子への理解を醸成すること
になりうる。
　第三には，初期投資での負担をまず軽減する必
要がある。収穫以前での住居費，生活費など手持
ちの余裕資金は当然，必要であるが，資材置き
場，作業場等，住居以外の建屋なども必要ゆえ
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に，そうした空家情報の的確な伝達が不可欠であ
る。また農機具，資材等の購入資金など相当額の
準備が必要となる。農業次世代人材投資資金を含
め各種の資金貸与の制度があるものの，十分とは
言えないとの声もある。　
　第四には，農機具等のレンタル方式の普及であ
る。トラクター等，大型農機は必須な農具である
が，その購入には多大の借入れが必要であるた
め，関連地域内で不要となった中古農機具，資材
等の貸与やレンタルシステムの構築が必要であろ
う。
　第五には，巨大組織農協（組合員数は正，準合
計で 1千万名強）の過疎化，高齢化への対応強化
である。これまで，総合事業（営農，購買，金
融，保険，福祉など）の展開や組合員を中心とす
る組織活動への支援を通じて，生活インフラの一
翼を担うと共に，地域コミュニティの活性化に貢
献したことは確かではある。しかし，人口減少・
高齢化・過疎化などが現実化し，農業を主とする
地域での多種多様な課題の顕在化に対峙するに
は，耕作放棄地の増加を防止し地域に利益を還元
すべき効果的な仕組みの創出が不可欠である。た
とえば，専門的な営農指導や金融提案，規模拡
大，経営多角化への助言，農業経営に精通した篤
農家や法人経営者，生産部会などとの連携による
農業経営や管理支援などの充実が必要であろう。
7　おわりに
　現在，多くの市町村，なかでもその農村圏域で
は過疎化が進み，財政や生活の利便性をいかに立
て直すかが政策上での重要な課題となっている。
これら市町村では都会からの移住者の増大・促進
策，特産品や観光資源の宣伝強化，若年層の定住
促進などの政策課題に取り組んではいるが，これ
まで記述してきたように，その効果はいまだ限定
的である。この現状を打破するためには新たな政
策や手段を創出する必要があるが，それ以上に重
要なことは，若年者の農業への関心の喚起や，
多々実施されている勧誘機会に参加・体験するこ
とを推奨することであろう。その一環として農業
には素人の筆者が本研究ノートを纏めたが，多く
の若年層が新しい農業の姿を想定しつつ，新規農
業者，なかでも農業アントレプレナーとして就
業・定着することを望むのみである。
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